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① 子ども遊戯施設の新設等について 

 第１０次長与町総合計画策定のための「長与町未来のまちづくり意見交換会」で

は公園の整備・充実に関して多くの意見が挙げられており、総合計画では地域の特

性に配慮した公園施設の整備や親子や多世代で楽しめるような中尾城公園の再整備

等を行う旨明記されています。また、子育て支援体制の充実では、親子が遊びに行

ける屋内施設の確保など子どもの遊び場を求める声が多く挙げられています。そこ

で次の通り質問致します。 

（１）公園の遊具整備について 

 （イ）現在の遊具の主な種類、利用状況、過去の事故状況はどのようになってい

るか。 

（ロ）今後の遊具の具体的な整備はどのように推進していくのか。 

（ハ）中尾城公園のスパイラルスライダー（らせん状すべり台）については令和

２年９月議会において廃止する旨表明されたが、撤去の時期が決まっていな

いままの状態となっている。このままの放置状態が続くとスパイラルスライ

ダーの経年劣化が進み、安全上危険であり、早急に結論を出すべきである。

今後の撤去や代替施設についてはどのように考えているか。 

（２）全天候型子ども遊戯施設の新設について 

   町民意見交換において親子が遊びに行ける屋内施設の確保を求める声が多く

挙げられている。また、新聞報道によると４月２３日に行われた新図書館のワ

ークショップでも「子どもが遊べるスペースが欲しい」との要望があったとの

ことである。一方、他自治体では全天候型子ども屋内施設として諫早市の「子

どもの城」や大村市の「こども未来館おむらんど」がある。また長崎市では市

民アンケート調査により、雨の日や寒い日でも遊べる屋内の遊び場を求める声

が多い状況にあることから、あぐりの丘に、全天候型の子ども遊戯施設を１０

月開館に向けて建設中である。更に山形市ではすべての子ども達が楽しめる山

形市南部児童遊戯施設がオープンし、子ども心をくすぐるたくさんの仕掛けが

散りばめられており、車椅子の子どもも遊べるような画期的な施設となってい

る。 

本町の人口は５月の新聞によれば 40,066 人と報道されており、40,000 人を

割るのは目前に迫っており、少子化対策としての子育て支援の充実強化は待っ

たなしの状況である。子育ての町、教育の町、遊び心のある町として本町も町

民の熱い要望に応えて、他自治体と同様に雨の日や寒い日でも遊べる全天候型

子ども遊戯施設を新設する考えはないのか。 

 

② 児童虐待防止対策について 

 児童虐待防止対策を強化するため、これまで、親などによる体罰禁止や児童相談

所の体制強化などを定めた児童虐待防止法の改正（令和元年６月）が行われまし

た。しかしながら、昨年公表された令和２年度における全国の児童相談所における

相談対応件数は、205,029 件（令和元年度 193,780 件）となっており、過去最多を

更新しており、憂慮すべき状況となっております。また、新型コロナ感染症の影響

により、子どもの見守り機会が減少し、児童虐待のリスクが高まっているとされて

います。そこで次の点について質問致します。 

（１）長崎県は児童相談所における令和２年度の虐待対応等の状況を昨年８月に公

表している。それによると、①令和２年度の虐待相談件数（1,018 件）②虐待

の経路別相談対応件数③虐待の内容別相談件数④主たる虐待者⑤虐待児童の年

齢区分⑥措置内容別（施設入所・里親委託・その他）対応件数⑦一時保護状況



などが公表されている。本町の状況はどのようになっているか。 

（２）本町の児童虐待防止に関する体制はどのようになっているか。また今後の体

制の強化や見直しの計画はないのか。 

（３）児童虐待の動機などの原因についてはどのように考えているか。また、本町

独自の虐待防止の対策はあるのか。 

（４）児童相談所や警察などの他機関との連携は円滑に進んでいるのか。 

 

③ ヤングケアラーへの支援について 

障害や病気のある家族の介護や世話をしている 18 歳未満の子どもを指すヤングケ

アラーについては、今年、国が初めて小学生に調査を行った結果、6 年生のおよそ

15 人に 1 人が「家族の世話をしている」との実態調査が公表されています。また、

長崎県は昨年実施した「教育現場におけるヤングケアラーの実態調査結果」を公表

しております。そこで次のとおり質問致します。 

（１）本町のヤングケアラーの最近の実態はどのようになっているか。 

（２）県調査結果によれば、ヤングケアラーへの支援の市町の対応は様々である

が、本町はどのように対応しているか。 

（３）ヤングケアラーの負担軽減として後見人の活用も考えられる。本町は成年後

見制度利用支援事業として後見人への報酬助成（月額上限 施設入居者 18,000

円、在宅者 28,000円）があるので積極的に後見人の活用を検討したらどうか。 

 


